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ニューディール期財政概観（ll）
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～　　500 7．9 14．0 21．9 6，710．9（17．01）
500～1，0QO 6．6 11．4 18．0 11，648．！（29．52）
1，000～1．，500 6．4 10．9 17．3 8，734．0（22．13）
1，500～2，000 6．6 11．2 17．8 5，186．0（13．14）
2，000～3，000 6．4 11．1 17．5 4．434ユ（11．24）
3000～5000　，　　　　　　　　　　　　， 7．0 1G．6 17．6 1，818．3（4．61）
5000～10000　，　　　　　　　　　　　　， 8．4 9．5 17．9 595．9 （1．51）
10，000～15，00014．9 10．6 25．5 152．7 （0．39）
15000～20000　　，　　　　　　　　　　　　　　， 19．8 11．9 31．7 67．9 （0．17）
20000～　　， 27．2 10．6 37．8 110．1 （028）
















































































連 邦 州　　　地 方
1890 35 10 55 1936 55 19 27
1902 34 11 55 1940 49 22 29
1913 30 12 58 1944 91 4 5
1919 88 3 10 1948 65 17 18
1922 41 14 46 1953 73 13 14
1927 32 17 52 1958 64 17 19









政府間収入（b） 16 126　　　158267 969 758 681 725
租税　収　入 301 947　　1608　　　　　　　1 1，890
???， ???， ???， ???，
b／a　（％） 4．6 10．0　　　7，8 11．0 30．220．6 16．5 16．5
地　方
一般収入（c） 1，637　3，866　5903　　　　　　　，
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? 418 1，066，551 52865　「 2．02
最 上位　8　州
ニュー　ヨ　一　ク 724 157588　　， 9β98 1．68














　　　　、　“　　　　　　　　　　－　“jューンヤーンー 527 34518　， 2，158 1．60
小　　　　計 299，735 19，328 1．55
?
下位　8　州
一　　　　　　　　　　　、　　　　　　　　　　　、A　　不　　ン　　一 231 13！76　， 635 2．07
、　“　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、　“刀@ヨ　一　ン　ア 226 18，862 678 2．78
ケンタッキー 224 12，751 609 2．09
サウスカロライナ 198 14，172 358 3．96
ノースダコ　タ 197 ！1453　， 131 8．74
ア　　ラ　　バ　　マ 183 18，095 499 3．63
アーカ　ン　ソ　一 168 15555　， 319 4．83
ミシシッ　ピー 154 12，350 322 3．84
小　　　　計 116414　　， 3，551 3．28
（注）年次は暦年．
（’Elf’D　1）　Survey　of　Current　Business，　July　1942，　pp．23－6　；　Statistical　A　bstract　of
　　　the　United　States　1941，　p，10より算出．
　　　2）　U，　S．　Federal　Works　Agency，　Final　Statistical　Report　of　the　Federal　Emer－
　　　gency　Relief　Administration，　1942　（Da　Capo，　1972），　pp．299－326．
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貧困州に対する実際の配分額が例示されている。州個人所得額に対する
FERA補助金の割合は，所得水準最上位の8州では平均1．55％，これに対し
て最下位8州では平均3．28％であって，低所得州のほうが格段に高い。財政
力は所得水準と順相関関係にあるから，これはFERA補助金が財政力の弱
い州に対して厚く，それの強い州に対しては薄く，すなわち財政調整機能を
もつように配分されていたことを示す事実にほかならないといってよい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（33）FERA補助金は当時の連邦補助金の最大部分を占めていたことを併せ考える
と，こ（禦寺期の連邦補助金はかなり大きな財政調整機能をもっていたとみる
ことができるであろう。
　だが，1935年に連邦補助金制度に大きな変化がおこった。同年末FERA
は廃止され，それとともにFERA補助金も消滅し，代わって同年成立の社会
保障法（Social　Security　Act）に基づき，新たに老齢扶助，要扶養児童扶
助，盲人扶助などの特定タイプ公的扶助に対する連邦補助金の交付が始まる
のである。しかし，この補助金は州ないし地方の側における一定比率の見合
い資金の支出を必要とする比例補助金（いわゆるマッチング方式の補助金）
であって，FERA補助金のように財政力を考慮して配分されるものではなか
った。実際にはそれは，見合い資金の支出の容易な富裕な地方に厚く，それ
の困難な貧困な地方に薄く，すなわち反財政調整的に配分される結果となつ
　　　　　　　｛34ていたのである。従来から存在していた他の連邦補助金も，総人口，ある特
定サービスを必要とする者の人数，およびハイウェイ補助金の場合の人口，
面積，および郵便集配道路マイル数のような，当該サービスへの需要の大き
さを示すある何らかの大雑把な指標を基準にして配分されるものが多く，
（33）　Maxwell，　op，　cit．，　p，4．
（34）特定タイプ公的扶助補助金の圧倒的部分を占めた老齢扶助補助金について，各州の
　個人所得額に対するその比率を計算してみると，1940年でいって，所得水準最上位の
　8州では0．24％，最下位8州では0．19％となる（拙稿「ニューディールの公的扶助」
　〈前出〉表9）。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（35）下級政府の財政力の強弱が考慮されることはほとんどなかった。FERAの
廃止とともに，アメリカにお・ける全国的規模での財政調整制度はほぼ完全に
　　　　　　　　　　　　　（36＞
消滅したといえるのである。
　財政調整制度の発展が現代の政府間財政関係にみられるいま一つの重要な
特徴であることは改めて述べるまでもない。たとえばイギリスでは，すでに
大恐慌に先立つ1929年に行われた補助金制度の大改革によってr’一般国庫交
付金（general　exchequer　contribution）制度が創設され，地方財政調整制
　　　　　　　　　　　　　　　　　　Bn度が持続的制度として確立されていた。一般国庫交付金は，各地方の財政罰
格差を縮小する方式でもって配分された点で従来の補助金と配分方式を異に
するものであったが，それが補助金総額に占める割合は1932年で32％，1938
年では34％とかなり高く，財政力の地域的不均衡を是正するうえで軽視でき
　　　　　　　　　　　　　　　　　C38）ない役割を果たしていたのであった。
　こうした事実を振り返ってみると，アメリカの政府間財政関係は，ニュー
ディール期に画期的前進をとげたのは否定できないにしても，政府間収支が
占めるウェイトの点でも，また財政調整制度の発展という点でも，なお国際
的にはけっして先進的な地位にはなく，むしろ相当立ち遅れた状態にあった
といわなければならないであろう。
（35）FERA補助金のほかに公衆衛生補助金なども，配分にさいして州財政力が考慮され
　ていたが，その額はきわめて小さい（Harris，　op．　cit．，　pp．　21－2）。
（36）もっとも，州補助金には教育補助金のように各地方の財政力の強弱を考慮して配分
　される重要な補助金が存在していた（Hansen　and　Perloff，　op．　cit．，　p」30）。これ
　を財政調整制度とみることも不可能ではないが，すでに表20でも示したように当時の
　アメリカには著しく大きな州聞所得水準の格差が存在しており，州内部の財政力補整
　ではこの格差に基づく此間財政力格差を補整しえないことを考えれば，その効果には
　自ずから狭い限界があったことが明瞭である。財政調整制度がその機能を十分に果た
　すためには，全国レベルでの財政力補整システムの発展が不可欠であろう。
（37）これについては，藤谷，前掲書，第4章，が詳しい。
（38）藤谷，前掲｛1｝，135－41，163ページ。
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　ニューディール期は明らかに，アメリカ史における偉大な革新の時代であ
った。新しい思想が登場し，新たな数多くの実験が試みられ，既成の枠を突
き破る新機軸が多くの面で実施された。だが同時に，他方で古い思想が根強
く生き残り，従来からの支配階層が依然，強い政治的影響力を持ち続け，革
新の試みが比較的狭い範囲内に閉じ込められていたこともまた，疑いを入れ
ない事実であった。
　われわれが以上で概観してきたニューディール期の財政についても，そう
した革新と保守の二面性が明らかにみてとれる。それは根本的には，この時
期のアメリカが大恐慌とそれに続く大不況によって強い衝撃を受け，大きな
変革を迫られる一方で，とはいえ資本主義体制の維持安定を持続的な最優先
課題とみるほどには危機意識が強まらなかったという事実に規定されたもの
といってよいであろう。こうした財政のあり方は当然，景気の回復，所得再
分配の進展，社会保障政策のあり方等，多くの重要な問題に対して軽視でき
ない作用を及ぼすものとならざるをえないが，これについての立ち入った考
　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛39）察は別稿の課題とするのが適当であろう。
（39）筆者は前掲の諸稿で，すでにこれらの作業をある程度果たした。
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